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情報通信行政・郵政行政審議会電気通信事業部会（第８４回）議事概要 

 

１ 日 時 

  平成３０年２月９日（金）１２時５６分～１３時１８分 

 

２ 場 所 

  総務省 第１特別会議室（８階） 

 

３ 出席者 

（１）委員（敬称略） 

新美 育文（部会長）、川濵 昇（部会長代理）、大谷 和子、藤井 威生、 

三友 仁志、山下 東子 

（以上６名） 

（２）総務省 

古市電気通信事業部長、竹村事業政策課長、藤野料金サービス課長、 

大塚料金サービス課企画官、荻原電気通信技術システム課長 

 

（３）事務局 

東情報流通行政局総務課課長補佐 

 

４ 議 題 

（１）諮問事項 

東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の第一種指定電気通 

信設備に関する接続約款の変更の認可（長期増分費用方式に基づく平成 30 年 

度の接続料等の改定）について【諮問第３１００号】 

 

審議の結果、諮問された案について意見募集を行い、提出された意見を踏ま 

え、接続委員会において調査・検討を行うこととした。 

 

【内容】 

    東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社から申請の平成３０

年度の接続料の改定等に係る接続約款の変更の認可を行うもの。 

 

（２）「諮問を要しない軽微な事項について」（平成 20 年 9 月 30 日 情報通信

行政・郵政行政審議会電気通信事業部会決定第 5号）の一部改正について 

 

審議の結果、改正することが適当の部会決定をした。 
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本部会にて配付された資料をご覧になりたい方は、総務省ＨＰにおいて公開

しておりますのでご覧ください。 

また、総務省において、閲覧及び貸し出しを実施しておりますので、下記ま

でご連絡をお願いいたします。 

 

担 当：総務省情報流通行政局総務課審議会係 東・星 

電 話：０３－５２５３－５６９４ 

ＦＡＸ：０３－５２５３－５７１４ 

メール：ip-council@soumu.go.jp 

【内容】 

電気通信事業法第 41 条第３項の規定による「内容、利用者の範囲等からみ 

て利用者の利益に及ぼす影響が大きいものとして総務省令で定める電気通信 

役務を提供する電気通信事業者」に基づく、現行の電気通信事業法施行規則第 

二十七条の二の二第二項の基準（有料かつ利用者 100 万以上）を満たす電気通 

信役務を提供する電気通信事業者の指定については、諮問を要しない軽微な事 

項とするもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


